




• 財務部長の中西です。 

 

• まず私から、10月30日に発表した2018年３月期第２四半期決算と通期見通
しについて、簡単にご説明する。 



• まず３ページをご覧いただきたい。上期の実績および通期見通しの概要を
お示ししている。 

 

• 対前年では、連結・単体とも増収増益。熊本地震の反動影響があった運輸
収入が主要因。 

 

• 対計画では、運輸収入は、１Ｑでの熊本地震の反動で高い水準で推移した
ものの、２Ｑは地震の影響は概ね収束し、巡航速度に入った状況。１Ｑで
は対前年+77億円、上期では対前年+107億円であった。非鉄道業では、事
業毎のばらつきはあるものの、全体としては想定通りの進捗。 

 

• こうした状況を踏まえ、連結、単体とも通期業績予想を上期の上ブレ分に
ついて上方修正。詳細は後ほどご説明する。 

 



• 次に単体決算について４ページをご覧いただきたい。 

 

• 上期は、運輸収入が熊本地震の反動影響等により対前年+107億円増の
4,336億円となった一方、コストは対前年+7億円と微増の3,947億円にとど
まったことから、営業利益は対前年+92億円増の906億円。 

 

• また、特別損益は、昨年度計上した三江線の鉄道事業固定資産に係る減損
損失25億円の反動等により、+21億円改善した。 



• 次に５ページで、運輸収入の主な増減要因についてご説明する。 

 

• 新幹線は、熊本地震の反動影響やゴールデンウィークのご利用が好調であ
ったことから、+76億円の増収となった。なお、基礎トレンドは101.6％で
あった。内訳については、山陽新幹線は対前年+80億円増の2,016億円、北
陸新幹線は対前年▲4億円減の210億円であった。 

 

• 近畿圏は、駅リニューアル、沿線への大学誘致や商業施設開発といった線
区価値向上の取組みが奏功したこと、インバウンド需要の取り込みにも努
めたことにより、+26億円の増収となった。基礎トレンドは101.3％であっ
た。 





• 単体の営業費用について、７ページをご覧いただきたい。 

 

• 退職者増による人件費対前年▲21億円の減や進捗差による修繕費の若干の
減などはあったものの、原油価格の上昇や再エネ賦課金・燃料費調整額の
増による動力費の増、新制服導入による業務費の増などにより、営業費用
全体では対前年+７億円の3,947億円となった。 



• 次に連結決算について８ページをご覧いただきたい。 

 

• 営業収益は、単体の運輸収入が増加したことに加え、流通業および不動産
業が増収になったことにより、対前年+267億円増の7,271億円となった。 

 

• 営業費用は、+138億円増の6,158億円、営業利益は対前年+128億円増の
1,112億円となった。 



• 次に９ページでセグメント別の実績をご説明する。 

 

• 流通業は、百貨店が大阪店Ｂ１、Ｂ２の営業終了により減収となったもの
の、物販・飲食業において、セブン-イレブン提携店舗が好調であったこ
となどから、営業収益は対前年+26億円増の1,175億円となった。営業利益
はセブン-イレブン提携店舗の好調に加え、百貨店大阪店のＢ１、Ｂ２営
業終了により売上効率が改善したことから、+8億円増の33億円となった。 

 

• 不動産業は、ショッピングセンターが京都鉄道博物館内店舗の開業反動や
直営店の閉店により減収となったものの、不動産賃貸・販売業が菱重プロ
パティーズの新規連結に加え、マンション分譲が前倒しで売れるなど、好
調に推移したことにより、営業収益は+182億円増の687億円、営業利益は
+30億円増の198億円となった。 

 

• その他事業は、工事業が昨年度に受注した物流系倉庫の大型件名の反動減
で減収、ホテル業が料飲収入の減により減収、旅行業が国内旅行の減と地
方創生事業受託の反動減で減収となったことにより、営業収益は対前年
▲51億円減の681億円、営業利益は対前年▲９億円減の32億円となった。 







• 次に12ページをご覧いただきたい。単体の業績予想についてご説明させてい
ただく。 

 

• 運輸収入について、熊本地震の反動影響による上期の上ブレ分を上方修正。
その結果、営業収益は対前回+50億円増の9,720億円。 

 

• コストについては、上期の状況等を踏まえ、人件費と動力費は下方修正した
ものの、修繕費と業務費で後年度負担の軽減に資する項目を追加投入するこ
とから、営業費用全体では+30億円増の8,310億円。 

 

• 以上の結果、営業利益は+20億円増の1,410億円とした。 



• 次に13ページをご覧いただきたい。 

 

• 通期の運輸収入見通しは、対前回+50億円増の8,640億円とした。 

 

• 修正の考え方であるが、１Ｑ顕著だった熊本地震の影響は概ね収束し、２
Ｑは概ね期首計画通りに進捗した状況を踏まえ、下期は期首予想を据え置
き。上期の上ブレ分のみを上方修正。 



• 次に14ページで、単体の営業費用の見通しについてご説明する。 

 

• 修繕費および業務費については、後年度負担の軽減に資する項目を追加投
入することから、それぞれ対前回+20億円増、+25億円増の計画。 

 

• 動力費は、8月から実施された関電値下げの影響および原油価格が想定よ
り低位で推移したことを踏まえ、▲15億円減。 

 

• また、人件費および減価償却費については、上期の実績を踏まえ、それぞ
れ▲10億円減、+10億円増とした。 

 

• その結果、営業費用全体では+30億円増の8,310億円を計画。 



• 次に15ページで、連結業績予想についてご説明する。 

 

• 営業収益は対前回+50億円増の1兆4,970億円、営業利益は+20億円増の
1,855億円の計画。 

 

• 非鉄道業については、事業毎のばらつきを踏まえ、一部事業の営業収益を
修正したものの、営業収益、営業利益ともに非鉄道業全体としての計画に
変更はない。 



• 次に16ページをご覧いただきたい。セグメント別の通期見通しをご説明する。 

 

• 運輸業については、単体の修正に加え、日本旅行が取り扱うインバウンド専用
商品の会計処理を変更した影響により、営業収益を+75億円上方修正。なお、
会計処理の変更は営業収益にのみ影響するものであり、営業利益への影響はな
い。これまでは少額であったために簡便な会計処理を行っていたが、インバウ
ンド好調による収入増加に伴い、正規の会計処理に変更した。 

 

• 流通業については、全体での計画に変更はないものの、セブン-イレブン提携
店舗が長期間好調に推移していることから、高い目標を設定していた物販・飲
食業の営業収益を▲20億円下方修正する一方、免税売上などが堅調な百貨店を
+20億円上方修正した。 

 

• 不動産業については、上期のマンション分譲が好調だったものの、通期の供給
戸数に変更がないことから、変更していない。 

 

• その他事業については、３Ｑに入って国内、海外旅行が軟調な旅行業の営業収
益を▲25億円下方修正した。 

 

• なお、営業利益については、計画に変更はない。 

 

• 簡単ではあるが、私からの説明は以上とさせていただく。 

 





• 取締役兼専務執行役員総合企画本部長の緒方です。 

 

• 中期経営計画も残すところ、半年となった。これまで、新幹線の競争力向
上、北陸新幹線開業、三江線の廃止決定、セブンイレブンへの店舗転換な
ど、中長期的な企業価値向上に向け、着実に成果を出してきた。残り半年
、しっかり取り組むとともに、次期中計に向け、議論を深めていきたい。 

 

• それでは、上期の実績を受けた各事業の今後の取り組みについて、説明さ
せていただく。 



• まず、新幹線について19ページをご覧いただきたい。 

 

• 上期のご利用状況について、山陽新幹線は、１Ｑは熊本地震の反動等で高い水準
となったが、２Ｑは概ね影響が収束し、落ち着いた水準となった。２Ｑは天候不
順や台風の影響があったことを考慮すると、底堅さは継続していると考えている
。一方、北陸新幹線は、１Ｑから２Ｑにかけてトレンドは改善しつつも、引き続
き前年を割り込む月が多い状況となった。これは、パイの減少は限定的であるも
のの、自治体による空港助成金等の恩恵を受けた航空機のシェアが若干上昇して
いることが一因と考えている。 



• 20ページでは、航空機との競合を意識した競争力向上と観光需要喚起の取組みを
お示ししている。 

 

• 競争力向上については、中長期的な取り組みが中心となる。ネット予約サービス
について、９月からスマートEXサービスを開始した。ライトユーザーの方々もネ
ット予約をご利用しやすくなることで、利便性が向上する。北陸新幹線について
は、山陽新幹線で完了した、携帯電話不感地対策を進めていく。また、2023年春
の敦賀延伸開業の準備も加速していく。 

 

• 観光需要の喚起については、山陽新幹線は、現在実施中の山口DCの成果を最大化
させるために、明治維新150年を迎える来年１月から、広域観光ルートの開発、プ
ロモーションなどを山口県と共同で実施する。北陸新幹線については、観光キャ
ンペーンでパイの拡大を図るとともに、団体旅行商品などの新設を行い、対航空
機シェアの拡大も図っていく。地域との連携については、これまでも山口支店な
ど、連携のための拠点を設置してきたが、6月に福井支店を新たに設置した。北陸
新幹線の敦賀延伸を見据え、地元と連携して観光素材の開発などを行っていく。 



• 次に、近畿圏について、21ページをご覧いただきたい。 

 

• 近畿圏については、堅調なご利用が続いており、上期についてもこのトレンドが
継続した。堅調な景気や雇用情勢に加え、駅改良や駅と一体となった街づくりと
いった線区価値向上の取組みが奏功していることに加え、近郊のおでかけ需要や
好調なインバウンド利用が堅調さの要因と考えている。 



• 22ページでは、近畿圏等における線区価値向上の取組みと観光需要喚起の取組み
をお示ししている。 

 

• 線区価値向上の取組みには、多様な取り組みがあるが、まず新駅について、おお
さか東線と京都線に1駅ずつ計２駅設置する。ICサービスについては、ご利用状
況に応じてポイントを付与する「ICOCAの新たなポイントサービス」を導入し、
ICカードへのシフトとシームレスな移動の実現を図る。また、ICOCAエリアの拡
大と、現在は分断している近畿圏、金沢、岡山・広島３エリアの結節を行い、利
便性の向上を図る。鉄道ネットワークの拡充についても、おおさか東線北区間の
開業準備などに取り組んでいく。 

 

• 観光需要の喚起については、６月からトワイライトエクスプレス瑞風の運行を開
始した。また、インバウンド需要の獲得などに取り組んでいく。 



• 23ページは流通業についてお示ししている。 

 

• 物販飲食業はSEJ転換店舗が好調で大きく増収。百貨店は大阪店の閉店の影響で
減収ではあるが、免税売上が好調であった。 

 

• セブンイレブン提携店舗については、転換・新規出店を行い、９月末で346店舗
となった。売上は転換前との比較で約４割増と好調を維持している。今後は、新
規出店を拡大し、将来的には500店舗を目指すこととしている。 

 

• 流通業に含まれている宿泊特化型ホテル「ヴィアイン」について、上期の稼働率
は91.2％と引き続き高い水準を維持している。強みのある事業の拡大として、宿
泊特化型ホテルを含めたホテル事業の拡大を行っているが、これについては、24
ページをご覧いただきたい。 



• 上期は、ヴィアイン天王寺と梅田の２店舗を開業した。両店舗とも開業後は計画
を上回って稼働している。この開業により、９月末現在でグループのホテルで27
店舗、7,310室となった。10月28日には、上質カプセルホテルのファーストキャ
ビンが天王寺に開業した。なお、神戸の三宮ターミナルホテルについては、将来
の建替えもあり、12月末に営業終了する。来年度以降も、宿泊特化型ホテルを中
心に、新規出店を行い、プレスしている物件の総計で、37店舗、9,900室となる
予定である。 



• 25ページでは、不動産業の取組みをお示ししている。上期は菱重プロパティーズ
も含め、順調に推移した。 

 

• まず、ショッピングセンターのリニューアルについては、百貨店の営業終了後、
閉鎖していたルクアイーレの地下１階を９月にリニューアルオープンした。また
、地下２階の食のフロアについても、12月に第１期のリニューアルオープンを行
う。また、先週の10月29日には広島駅の線路上空エリアを開業し、駅ビルをリニ
ューアルオープンさせたところである。 

 

• 事業の拡大に取り組んでいる不動産賃貸・販売業については、26ページをご覧い
ただきたい。 

 



• 販売戸数約700戸、賃貸開発面積約29,000平米という通期目標に対し、上期は販
売戸数256戸、賃貸開発面積約15,000平米であった。マンション分譲については
、物件が前倒しで売れるなど好調であった。なお、菱重プロパティーズについて
は、物件の引渡しは下期に集中している。 

  

• また、今年度以降の主な開発物件を掲載している。菱重プロパティーズの獲得に
より、西日本エリア内だけでなく、エリア外での展開も積極的に行っている。
2022年度に不動産賃貸・販売業での営業収益1,000億円を目指して取り組んでい
く。 



• 次に、訪日観光客需要の獲得について、27ページをご覧いただきたい。 

 

• 上期は、インバウンド専用商品のご利用者数で対前年+14万人増、+24％増の75万
人となった。この数字は、訪日外国人数の伸びを上回って推移している。連結営
業収益については、百貨店の免税売上、インバウンド旅行が好調なことから、対
前年+13億円増と、通期目標を上回るペース。 

 

• 引き続き、地方空港入国者向け商品等の商品開発など、広域観光ルートの開発・
整備を行うとともに、総合案内所リニューアルやスマートEXの英語版サービス開
始といった受入態勢の充実、海外でのプロモーション強化を行う。 





• 次に、設備投資の状況について29ページでお示ししている。 

 

• 上期の実績は、車両投資が減少したことや、山陽新幹線のATC工事が落ち着いた
ことなどから、対前年▲131億円減の593億円となった。 

 

• 今年度は、連結ベースで1,660億円を計画している。この計画に変更はない。 



• 30ページで、株主還元について、お示ししている。 

 

• 2017年度の配当については、既にご案内のとおり、年160円を予定しており、先
日の取締役会において中間配当80円を決定したところ。 



• 来年春からスタートとなる次期中計について、一言申し上げる。 



• まず、32ページで、今中計における主要KPIの達成状況をお示ししている。 

 

• 今中計については、中長期的な企業価値向上に向けた取組みを着実に実施してき
た結果、最終年度の今期は、今中計で掲げた主要なKPIを大幅に上回る業績を計
上できる見込みとなった。 



• 33ページをご覧いただきたい。 

 

• 次期中計については、現在検討中であるものの、大きな成果を出した現在の経営の
大きな方向性、すなわち、経営ビジョンなどは堅持しつつ、この５年間の取組みや
社会の構造変化を踏まえ、具体的な戦略を構築し、資金使途を決める所存。 

 

• 来春の発表まで、もうしばらくお待ちいただきたい。 




